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（参考資料２） 

「科学技術基本計画」（答申） 
（平成 27 年 12 月 18 日 総合科学技術・イノベーション会議） 

 

｛略｝ 

 

第３章 経済・社会的課題への対応 

〔中略〕 

 

（１）持続的な成長と地域社会の自律的な発展 

我が国の持続的な成長のためには、現在、そして将来の我が国が直面する社会コスト

の増大に適切な対応を図っていくことが求められる。このため、エネルギー、資源、食

料等を安定的に確保し海外依存度を低下させるとともに、健康長寿社会の実現や、持続

的な社会保障制度の構築、インフラに係る維持管理・更新等の全プロセスの効率化など

を実現することが重要である。また、地域社会の自律的発展に向けて、地域の活力や都

市機能を維持していくことも重要である。さらに、産業競争力の向上は、我が国の成長

力と地域活力の根幹であり、ものづくりや医療、農林水産業、エネルギーといった産業

から新しいビジネスを生み出していくことも求められる。こうしたことから、以下の①

から③の三つの視点に基づき、七つの重要政策課題を設定し、研究開発の重点化を行う。 

 

① エネルギー、資源、食料の安定的な確保 

〔中略〕 

 

ⅲ）食料の安定的な確保 

世界規模での人口増加と地球温暖化等の変化による将来的な食料不足や栽培適地の

変化が顕在化しつつある中で、国民に食料の安定供給を確保することは喫緊の課題であ

り、かつ国の重要な責務でもある。一方で、我が国の地域経済を支える重要な産業であ

る農林水産業を取り巻く現状を見ると、就業者の減少や担い手の高齢化が急速に進行し

ており、環太平洋パートナーシップ（ＴＰＰ）交渉等の結果も踏まえた農林水産業の生

産性の向上や関連産業の活性化が課題である。 

このため、意欲ある新規就業者の増加や農林水産物・食品の輸出の促進及び食料自給

率向上の実現を目指す。 

具体的には、ＩＣＴやロボット技術を活用した低コスト・大規模生産等を可能とする

農業のスマート化や新たな育種技術等を利用した高品質・多収性の農林水産物の開発を

推進し、収益性を高め、新たなビジネスモデルを構築して農林水産業を魅力あるものに

する。また、鮮度保持技術等、海外市場を視野に入れた加工・流通技術に関する研究開

発を推進する。 

〔中略〕 
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（２）国及び国民の安全・安心の確保と豊かで質の高い生活の実現 

国民の安全・安心を確保し豊かで質の高い生活を実現するためには、防災・減災や国

土強靱化等に向けた取組を進めていくとともに、国民の快適な生活環境や労働衛生を確

保していくことが重要である。さらに、国の安全を確保していく上では、我が国を巡る

安全保障環境の変化や、犯罪、テロ、サイバー攻撃等の発生への適切な対応が欠かせな

い。こうしたことから、以下の四つの課題を重要政策課題として更に設定し、研究開発

の重点化を行う。 

〔中略〕 

 

② 食品安全、生活環境、労働衛生等の確保 

食品の安全性の確保は、国民の健康的な生活を守る上で極めて重要である。また、食

品の生産・加工・流通・消費が多様化しており、食品の安全を確保するために、より迅

速かつ効果的にリスクを評価し、適切に管理する必要がある。 

このため、科学的根拠に基づく的確な予測、評価及び判断を行うための科学の充実・

強化により、汚染物質等（放射性物質を含む）の規制等に関連する知見の探求及び集積

を図り、科学的根拠に基づく食品等（食品添加物、残留農薬、食品汚染物質、器具・容

器包装等を含む）の国内基準や行動規範の策定、事業者等の衛生管理レベルの向上に資

する研究等を推進するとともに、国内のみならず国際機関にも研究成果を提供し、国際

貢献の観点からも推進する。 

また、生活環境における安全・安心の確保については、越境汚染を含むＰＭ2.5 等の

大気汚染や、化学物質等の水・土壌汚染や生物への影響、東日本大震災からの復興の障

害となっている放射性物質による汚染等への対応が求められている。 

このため、遠隔分析技術等を用いた広域の大気汚染現象の解明や、健全な水循環、土

壌及び生態系を保全するための評価・管理技術の開発、放射性物質の環境中の動態解明・

分布予測等の研究と効果的な除染・減容等処理技術の開発を推進する。さらに、日常生

活に利用される種々の化学物質（ナノマテリアルを含む）のリスク評価も重要であり、

規制・ガイドラインの新設や見直し等を行うため、評価の迅速化・高度化、子供を含む

人への健康影響評価手法、シックハウス対策等の研究を推進するとともに、研究成果を

化学物質の安全性評価に係る基礎データとして活用し、国際貢献の観点からも推進する。 

他方、職場環境の変化や過重労働によるストレス過多が生じている職場において、労

働者の安全と健康を確保し快適な職場環境を形成することが求められている。 

このため、労働現場の詳細な実態把握及び医学的データの蓄積に基づき、労働者の安

全対策、メンタルヘルス等の対策、仕事と治療の両立支援及び化学物質等による職業性

疾病の予防対策等に資する研究を推進する。 

 

〔以下 略〕 


